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災害時にも安定的なエネルギー供給が可能な国土の形成

東日本大震災では、地震・津波等の直接的被害を受けていない地域も含めて広範囲にわたり停電
が発生し、地域によっては復旧まで時間を要する等、大規模電源に集中して依存する従来型の電
力供給におけるリスクが顕在化した。しかしながら、産業用途を中心に今後も引き続き大容量電
力の安定供給が必要とされていることを踏まえると、従来型の電力供給とのバランスをとりつつ
分散型エネルギーシステムを導入し、自然災害時にも安定的なエネルギー供給が可能な国土を形
成することが重要である。
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■震災後の停電戸数の推移 ■停電戸数の総戸数に対する割合（営業所管轄区域別）

（出典）東北電力ウェブサイト、東京電力ウェブサイトをもとに国土交通省国土計画局作成。
（注）東京電力管内の停電戸数は、計画停電（3/14～4/8）の影響は含んでいない。

3月21日20時時点 4月21日16時時点

凡例：停電戸数割合（単位：％）
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（出典）停電戸数：東北電力ウェブサイトをもとに国土交通省国土計画局作成。
総戸数：総務省統計局「平成22年国勢調査」における世帯数（速報値）および

同「平成21年経済センサス-基礎調査」における事業所数の合計。



分散型エネルギーシステムの導入にあたっては、再生可能エネルギー等の有効活用が見込まれるが、
再生可能エネルギーのポテンシャルの賦存量は、地域ごとに偏在している。

2

0 100 200 300 400 500

北海道

東北圏

首都圏

北陸圏

中部圏

近畿圏

中国圏

四国圏

九州圏

0 50 100 150 200 250
（億kWh）

0 50 100 150 200 250
（億kWh）

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000 16,000

北海道

東北圏

首都圏

北陸圏

中部圏

近畿圏

中国圏

四国圏

九州圏

0 100 200 300（ＰＪ）
太陽光発電 地熱発電中小水力発電

風力発電

バイオマス

住宅

公共系、
処分場、
河川等 耕作放棄地

熱水源

温泉

洋上(浮体)洋上(着床)陸上

（出典）
・バイオマス以外：環境省「平成21年度再

生可能エネルギー導入ポテンシャル調
査」（平成22年3月）

・バイオマス ：社団法人日本エネル
ギー学会「平成13年度新エネルギー等
導入促進基礎調査（バイオマスエネル
ギー高効率転換技術に関する調査）報
告書」（平成13年8月）

（注）各出典において、各エネルギーごとに
設定されているシナリオのうち、最も大き
く見積もっているケース（導入高位ケー
ス）を推計

・推計の対象としたバイオマスは、土地残
材、製材廃材、稲わら、もみ殻、厨茶ご
み（家庭）、建設廃材、家畜糞尿、食品産
業排水、下水汚泥、し尿

・バイオマスは、発電量に換算する場合、
発電効率等を想定する必要があるため、
出典のとおり熱量で示した

・ＰＪ＝ペタジュール（ペタは1000兆倍）

（億kWh）

産業系、
工業団地

分散型エネルギーシステムには、再生可能エネルギーの有効活用が見込まれる

（出典）エネルギー消費量：資源エネルギー庁「都道府県
別エネルギー消費統計」等
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再生可能エネルギー等を有効活用するための技術開発が進展

再生可能エネルギーを分散型エネルギーシステムに本格的に導入する場合には、地域的な余剰電
力の発生、出力の急激な変動、電圧上昇等のリスクがある。この対策として、蓄電池の設置や出
力調整機能の増強、配電網の強化等が重要であり、現在、技術開発が進んでいるところ。

■太陽光発電等の再生可能エネルギー大量導入時の課題 ■日本版スマートグリッドの構築
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■次世代エネルギー・社会システムのイメージ

（出典）経済産業省「平成21年度エネルギーに関する年次報告（エネルギー白書）」

階層的に構成され、情報通信技術を活用して電力需給
両面での変化に対応し、効率的に需給バランスをとる電
力送電網であるスマートグリッドは、再生可能エネルギー
が大量に導入された場合においても安定供給を確保でき
る電力ネットワークと地産地消モデルの相互補完に有用
である。



都市部における再生可能エネルギー・未利用エネルギー活用の事例

東京都では、下水汚泥を焼却したときに生じる廃熱や処理水を利用して、給湯や冷暖房を行う事
業が行われている。
また、福島県いわき市では、工場からの排熱について、地域の公共施設、商業施設等に熱供給し
ている等、セクター間での取組が進みつつある。

◇下水汚泥の焼却廃熱の冷暖房事業

（出典）東京都下水道局ＨＰ（下水道環境ガイド） 4

■江東区新砂三丁目地区地域冷暖房事業

下水汚泥を焼却したときに生じる廃熱（洗煙水）を利用して温水を作るとともに、処
理水をガス吸収冷温水機の冷却用水に利用するなど、水再生センターの未利用エネ
ルギーを最大限に活用して、給湯や冷暖房を行うものです。

この事業による環境効果は、ビルごとに冷暖房する場合と比較すると、二酸化炭素
を約6割、窒素酸化物を約7割削減することができます。この二酸化炭素の削減量
は、代々木公園の約13倍の森林が吸収する二酸化炭素の量に匹敵します。

● 供給区域 東京都江東区新砂三丁目地区
● 供給面積 13.0ヘクタール
● 主要機器 ガス吸収式冷温水機及び熱交換器
● 供給温度 冷水 7℃

温水 60℃
● 供 給 先 高齢者福祉・医療の複合施設等
● 事業開始 平成14年4月

■冷暖房事業イメージ

■福島県いわき市熱供給事業（工場排熱）

小名浜配湯株式会社は、いわき市小名浜において地域振興と市民福祉のための給湯
計画を受けて設立され、1970 年より日本化成株式会社小名浜工場の排熱を利用した地
域給湯事業を行っている。熱源は工業薬品の製造設備から発生する排熱であり、工業
用水を熱交換することにより原湯を製造している。原湯は濾過された後、貯湯槽より塩素
滅菌処理されて、一般家庭を中心に飲食店等の営業用や学校・病院等の公共施設に配
湯されている。

◇工場排熱を利用した商業施設・公共施設等への熱供給事業

（出典）「ＮＥＤＯ再生可能エネルギー技術白書（平成22年７月）」



広域的に連携した再生可能エネルギー活用の事例

秋田県能代市の能代バイオマス発電所では、豊富な森林資源を活用して木質バイオマスを燃料
とした発電を実施しており、ソニー株式会社は「グリーン電力証書システム」を通じて、主に
グリーン電力に含まれる「環境価値」に相当する発電費用を負担している。
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■木質バイオマス発電の仕組み

（出典）ソニー株式会社ＨＰ

■証書によるグリーン電力利用の仕組み

◇秋田県能代市の能代バイオマス発電所について

■秋田県能代市のバイオマス発電所

ソニー株式会社は「グリーン電力証書システム」を通じ
て、2007年10月から年間契約量 1,600万kWhの発電費用を
負担しておいる。さらに、間伐材を木質バイオマス発電所
へ運搬する費用として年600万円を出資することによっ
て、地域の林業を支援している。



【まとめ】

（１）地域特性に応じたインフラ整備・事業化の推進

○分散型エネルギーシステムのエネルギー供給源として注目される再生可能エネルギー

のポテンシャルは、地理条件や都市規模に応じて偏在している。さらに、個々の地域で消

費されるエネルギー量も考慮すると、分散型エネルギーシステムの導入にあたっては、将

来の技術進歩も踏まえつつ、地域特性に応じてインフラ整備・事業化を推進することが重

要ではないか。

○分散型エネルギーをより有効に活用するにあたっては、地域内でのエネルギーのバラン

スを考えることが重要であり、まずはエネルギー需給に関しての情報を共有する等、セク

ター間の縦割りを超えた連携をすることが必要ではないか。

（２）地域内におけるセクター間の縦割りを超えた連携

（３）アクセシビリティの悪い地域における導入支援

○特に、アクセシビリティの悪い離島等の地域においては、自然災害時に外部と分断され

るリスクが高く、分散型エネルギーの導入による防災面での効果が大きいと考えられる。

そのため、インフラ整備等の初期費用の負担、事業の継続、広域的な連携という観点を

考慮して導入支援を行っていくことが有益ではないか。 6
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【参考】一次エネルギー供給のシェアの状況

我が国の一次エネルギー供給のうち再生可能エネルギーの占めるシェアは、6％程度である。

■エネルギー源別一次エネルギー供給の推移

■エネルギー源別一次エネルギー供給のシェア
（2009年度）

（出典）資源エネルギー庁「平成21年度（2009年度）エネルギー需給実績（確報）」
（注）自然エネルギーには、太陽光発電、太陽熱利用、バイオマス直接利用、

風力発電などが含まれる。
未活用エネルギーには、廃棄物発電、黒液直接利用、廃材直接利用、
廃タイヤ直接利用の「廃棄物エネルギー回収」、
廃棄物ガス、再生油の「廃棄物燃料製品」、廃熱利用熱供給、産業蒸気回収、
産業電力回収の「廃棄エネルギー直接活用」が含まれる。

■再生可能エネルギーの導入見込み量（環境省平成22年3月試算）

（出典）環境省「低炭素社会づくりのためのエネルギーの低炭素化に向けた提言」（平成22年３月）
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2020年における
再生可能エネルギーの

一次エネルギー供給比率は、
10～13％

平成23年5月、ＯＥＣＤ50周年記念行事における菅総理スピーチでは、
「我が国は、これまでの原子力エネルギーと 化石エネルギーという二つの柱に加え、
自然エネルギーと省エネルギーという新たな二つの柱を育てていかなければならない」
とのエネルギー政策の方針が示され、「発電電力量に占める自然エネルギーの割合を
2020年代のできるだけ早い時期に少なくとも20％を超える水準」となるように取り組
む、「太陽電池の発電コストを2020年には現在の３分の１、2030年には６分の１にま
で引き下げる」、「日本の設置可能な1000万戸の屋根のすべてに太陽光パネルの設置
を目指す」との目標が示された。

■再生可能エネルギーの導入に関しての新たな目標（平成23年5月）

再生可能エネルギーの
シェアは、6％程度

7



【参考】一次エネルギー供給のシェアの状況（国際比較）

主要先進国における一次エネルギー供給構成を比較すると、各国の事情により構成は異なる
が、再生可能エネルギー等の占めるシェアは１割弱であり、近年シェア拡大が著しいドイツに
おいても9％程度である。

8

■主要先進国における一次エネルギー供給構成

（出典）経済産業省「平成21年度エネルギーに関する年次報告（エネルギー白書）」
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【参考】電源別発電所立地状況

広域ブロック別の電源別立地状況を見ると、地域ごとに違いが見られる。

9

■広域ブロック別・電源種類別の立地状況（千kW）

（出典）国土交通省国土計画局「脱温暖化・新エネルギー戦略と国土利用のあり方に関する調査」（平成22年３月）
（注１）（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構ＨＰ、（財）新エネルギー財団ＨＰ等より作成
（注２）一般電気事業のほか卸売電気事業等も含む
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立地状況（千kW）



【参考】主なエネルギー源ごとの特性の現状

主なエネルギー源ごとの特性を整理すると、再生可能エネルギーはポテンシャルの賦存量に応じ
て立地し、雪氷熱・排熱・温度差熱等の未利用エネルギーは熱源に応じて地産地消することが効
率的であるため、それらは分散型エネルギーシステムの導入にあたって有効活用されることが
見込まれるエネルギー源と言える。

◇エネルギー源ごとの特性の現状

（出典）経済産業省「平成21年度エネルギーに関する年次報告（エネルギー白書）」、ＮＥＤＯ「ＮＥＤＯ再生可能エネルギー技術白書（平成22年７月）」をもとに、国土交通省国土計画局作成

10



【参考】太陽光発電、風力発電のポテンシャル

太陽光は、日本海側より太平洋側で日射量が多い傾向にある。広域ブロックで見ると、中部圏、近畿圏、
四国圏、九州圏で比較的日射量が多い。風力は、東北圏が風況に恵まれている。

11

（出典）NEDO「局所風況マップ」（出典）NEDO 「平成10年度全国日射関連データマップ」

風力（年平均風速の分布）太陽光（年平均全天日射量の平年値）

（m/s）



【参考】中小水力発電のポテンシャル

中小水力発電の河川部における発電賦存量は東北圏で最も多く、次いで中部圏、北陸圏、北海道の順
に多い。また、農業用水路における発電賦存量は中部圏で最も多く、次いで首都圏、北陸圏、東北圏の
順に多い。

12（出典）環境省 「平成22年度再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査報告書」

農業用水路河川部



【参考】地熱発電のポテンシャル

150℃以上の地熱資源については、北海道、岩手県と秋田県の県境、長野県と富山県の県境に集中し
て分布している。また、120～150℃の地熱資源については、それらの賦存地域より若干範囲を広げて分
布している。一方、53～120℃の地熱資源については、特に東日本、北日本の広範囲にわたり分布して
いる。

13（出典）環境省 「平成22年度再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査報告書」

150℃以上の地熱資源 120～150℃の地熱資源 53～120℃の地熱資源



【参考】バイオマスのポテンシャル

下水汚泥賦存量は、地方部よりも都市部で高い値となる傾向がある等、廃棄物系のバイオマスは大都
市部で多く発生するために関東地方が多いほか、家畜糞尿の割合が多い九州・沖縄の賦存量も多い。

14

（出典）社団法人日本エネルギー学会「平成13年度新エネルギー等導入促進基礎調査（バイオマ
スエネルギー高効率転換技術に関する調査）報告書」（平成13年8月）から国土交通省国土計画
局作成
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■実際的エネルギー量（ＰＪ）：現状のマテリアル利用分を差し引いて資源利用した際のエネルギー量

林地残材 3.1 3.4 0.9 0.5 1.6 0.8 1.2 0.9 2.9
製材廃材 2.4 3.3 1.3 2.0 2.9 1.8 2.9 2.0 3.3
稲わら 6.2 20.9 11.6 9.3 7.0 5.4 5.4 2.3 9.3
もみ殻 0.6 1.9 1.1 0.8 0.6 0.5 0.5 0.2 0.8
家畜糞尿 73.1 52.2 55.7 7.0 31.3 10.4 17.4 13.9 90.5

食品廃棄物 1.6 2.6 9.9 1.3 4.5 5.1 1.9 1.0 3.8
厨芥ごみ（家庭ごみ） 1.3 2.0 7.8 1.0 3.5 4.0 1.5 0.8 3.0
食品産業排水 15.3 19.6 58.9 8.7 37.1 34.9 13.1 8.7 26.2
建築廃材 6.5 9.4 15.1 6.5 9.4 7.9 5.0 6.5 5.0
下水汚泥 6.2 6.2 51.2 7.8 7.8 17.1 49.6 1.6 7.8
し尿 0.2 0.4 0.7 0.2 0.6 0.4 0.2 0.1 0.5

近畿 中国 四国 九州・沖縄北海道 東北 関東 北陸 中部

（出典）NEDO「バイオマス賦存量・利用可能量の推計」をもと
に、国土交通省国土計画局作成

下水汚泥賦存量分布

凡例：下水汚泥賦存量（単位：トン）

1 ～ 110000

110000 ～ 450000

450000 ～ 1000000

1000000 ～ 2000000

2000000 ～ 4500000

4500000 ～ 9700000



【参考】要素技術のロードマップ

■次世代エネルギー・社会システムロードマップ

15（出典）ＮＥＤＯ「ＮＥＤＯ再生可能エネルギー技術白書（平成22年７月）」



【参考】都市部におけるスマートグリッド実証試験の事例

横浜市・豊田市・けいはんな学研都市・北九州市においては、スマートシティ構築に向けた実
証事業が実施されている。

■次世代エネルギー・社会システム実証地域の概要 ■横浜スマートシティプロジェクト
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（出典）ＮＥＤＯ「ＮＥＤＯ再生可能エネルギー技術白書（平成22年７月）」

（出典）横浜市「次世代エネルギー・社会システム実証 横浜スマートシティ
プロジェクト マスタープラン （平成22年８月）」

（注）「次世代エネルギー・社会システム実証事業」とは、経済産業省の
次世代エネルギー・社会システム協議会において実施している事業であり、
平成22年4月に横浜市、豊田市、けいはんな学研都市、北九州市が
実証地域として選定されたところ。



【参考】離島におけるスマートグリッド実証試験の事例

宮古島では、平成23年4月よりスマートグリッド実証試験が実施されており、既設電力系統に太陽光発
電や電力貯蔵装置を設置し、スマートグリッド監視制御装置により電力貯蔵装置を充放電制御し、太陽
光発電などの再生可能エネルギーを大量導入した場合の実系統へ与える影響の評価や再生可能エネル
ギーと蓄電池の運用データを解析しながら系統安定化対策に関する実証をしている。
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■宮古島系統実証試験設備 ■グリッド監視制御装置による制御イメージ

（出典）株式会社東芝ＨＰ



■地中熱・地下水を活用した融雪や冷暖房のイメージ

【参考】中山間地域における再生可能エネルギー・未利用エネルギー活用の事例

秋田県小坂町では、地中熱を利用して、特別養護老人ホーム周辺の歩道の融雪が行われている。
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■秋田県小坂町「あかしあの郷」
の融雪歩道

（出典）秋田県地球温暖化防止活動推進センターＨＰ

■融雪歩道のイメージ

（出典）東北地方整備局能代工事事務所ＨＰ

＜整備前＞

＜整備後＞

◇秋田県小坂町の地中熱を利用した歩道の融雪について

（出典）青森県青い森セントラルパーク低炭素型モデルタウン構想検討会資料



【参考】中山間地域における再生可能エネルギー等の活用事例（海外の事例）

オーストリアのギュッシングでは、1990年代初頭にバイオマスを利用して地域熱供給の事業を開始し、
2001年には熱電併給のバイオマスプラントが完成したことなどにより、地域の再生可能エネルギー資源
を活用して分散的にエネルギーを生産することで、エネルギーの自給自足を達成した。
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（出典）オーストリア大使館商務部

■バイオマス発電所

■小規模地域暖房システム

■ギュッシングの概要

・人口：約4000人
・面積：485km2

・首都ウィーンの南約150キロ
・1991年では電気等の購入代として外部に約620万ユーロ

支払っていたが、2005年には外部からの購入代はゼロ
となり、エネルギーを外部へ売ることで約1360万ユー
ロを得た。



【参考】米代川流域圏における取組

米代川流域圏においては、地域が保有するポテンシャルを踏まえた低炭素化に向けた取組方針
が策定されたところ。なお、豊富な森林資源を活用して能代木質バイオマス発電所における木
質バイオマスを燃料とした発電や、豊富に存在する雪氷冷熱を歩道の融雪へ利用する取組等も
行われている。
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■米代川流域圏における取組方針のポイント

（出典）国土交通省国土計画局「低炭素型国土の形成に関する調査」（平成23年3月）
（注）米代川流域圏とは、秋田県と岩手県の10市町村からなる地域。

（秋田県大館市、鹿角市、上小阿仁村、北秋田市、小坂町、能代市、八峰町、藤里町、三種町、岩手県八幡平市）
「米代川流域圏における低炭素型国土の形成に向けた取組方針」とは、国土計画局調査の一環として、圏内の構成地方公共団体、
地方支分部局、エネルギー関係機関等を構成員とした連絡協議会を設置して、地域が保有するポテンシャルを踏まえた上で、ポテンシャルの
顕在化による低炭素型国土の実現および、圏内で連携して取り組むべき具体的活動を議論し、取組方針として整理したもの。


